
［標準様式例７-２］

契 約 変 更 年 月 日

契 約 業 者 名

契 約 業 者 の 住 所

業 務 の 名 称

業 務 場 所

業 種 区 分

業 務 概 要
（変更した内容について
  記述する）

履 行 期 間 （ 自 ）

履 行 期 間 （ 至 ）

変 更 前 の 契 約 金 額 44,990,000
円（税込）

変 更 金 額 1,496,000
円（税込）

変 更 後 の 契 約 金 額 46,486,000
円（税込）

変 更 理 由

（第１回）契約変更の内容

令和8年6月29日

Ｒ７関東地整管内交通分析検討業務　計量計画研究所・パシフィックコン
サルタンツ・社会システム設計共同体

東京都文京区後楽一丁目4番14号後楽森ビル12階

Ｒ７関東地整管内交通分析検討業務

関東地方整備局管内

土木関係建設コンサルタント業務

１. 将来ＯＤ表の作成（増工）

２．関東地整管内の将来交通量推計及び分析（増工）

令和8年2月14日

令和8年12月24日

１．将来交通量推計（将来OD 表の作成）
　将来交通量推計にあたっては、令和３年度道路交通センサスベース将来
OD 表（以降「将来OD 表」）を令和７年１２月に貸与予定であったが、将
来OD 表のとりまとめに時間を要し、令和８年４月に暫定版の貸与を行っ
た。
　また、完成版将来OD 表については、令和８年８月頃の配布が予定されて
いるため、各事業における将来交通量推計及び分析作業が進められないこ
とから、暫定版の将来OD 表を用いて関東地整版将来OD 表の作成を先行し
て行う必要が生じた。

２．将来交通量推計（関東地方整備局管内の将来交通量推計及び分析）
当初計画において、関東管内１５事業を対象に将来交通量推計や便益の確
認を予定していたが、暫定版の将来OD 表を用いて分析したところ、大幅に
将来交通量の変動が生じた路線があり、便益の再確認を実施する必要が生
じたため、２事業を追加する。

３．履行期限の延伸
上記理由により、将来OD 表の貸与に時間を要したこと及び追加で推計及び
分析を実施するため、履行期間を１７７日間延伸するものとし、令和８年
１２月２４日までとする。


